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これまでの税制改正の概要

平成20年度税制改正 ・地⽅法⼈特別税・譲与税の創設
・ふるさと納税の創設

平成26年度税制改正 ・法⼈市⺠税法⼈税割の⼀部国税化
（地⽅法⼈税創設による地⽅交付税原資化）

・地⽅法⼈特別税の税率引下げ

平成27年度税制改正 ・法⼈実効税率の引下げ（34.62％→31.33％）
・ふるさと納税の特例控除額の拡充

平成28年度税制改正 ・法⼈実効税率の引下げ（31.33％→29.74％）
・企業版ふるさと納税の創設
・法⼈市⺠税法⼈税割の更なる⼀部国税化

（地⽅法⼈税の税率引上げ）
・法⼈事業税交付⾦の創設
・地⽅法⼈特別税・譲与税の廃⽌

令和元年度税制改正 ・特別法⼈事業税・譲与税の創設
・森林環境税・譲与税の創設

令和２年度税制改正 ・企業版ふるさと納税の税額控除額の拡充

※ 令和元年10⽉１⽇施⾏



法人住民税法人税割の交付税原資化の概要

（出典）総務省作成資料



法人事業税交付金の概要（令和元年度税制改正後）

（出典）総務省作成資料



地方法人特別税・譲与税の概要

（出典）総務省作成資料



特別法人事業税・譲与税の概要

（出典）総務省作成資料



特別法人事業税・譲与税の効果

（出典）総務省作成資料



法人実効税率の引下げの概要

〇税制改正⼤綱（抜粋）
平成27年度税制改正では、課税ベースの

拡⼤等により財源を確保しつつ、経済の好
循環の実現を⼒強く後押しするために税率
引下げを先⾏させる。

（中略）
さらに、引き続き、平成28年度以降の税

制改正においても、20％台まで引き下げる
ことを⽬指して、改⾰を継続していく。

平成27年度税制改正の概要
〇税制改正⼤綱（抜粋）

地⽅法⼈課税においては、⼤法⼈向けの
法⼈事業税の外形標準課税について、平成
27年度税制改正において平成28年度に８分
の４とすることとしたが、地域で雇⽤を⽀
える中堅企業への影響に⼗分配慮しつつ、
平成28年度に８分の５へと拡⼤する。これ
とあわせて、所得割（地⽅法⼈特別税を含
む）の標準税率を（平成27年度6.0％）を、
平成28年度に3.6％に引き下げる。

平成28年度税制改正の概要

＜税制改正に伴う法人実効税率の推移＞



地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の導入（平成28年度）

（出典）内閣府企業版ふるさと納税ポータルサイト



地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の延長・拡充（令和２年度）

（出典）内閣府企業版ふるさと納税ポータルサイト



ふるさと納税の概要

（出典）総務省ふるさと納税ポータルサイト



ふるさと納税に係る住民税控除額等の推移

〇令和２年度課税における控除額は約3,391億円（対前年度⽐約1.04倍）、控除適⽤者数は
約406万⼈（同：約1.03倍）。

（出典）総務省ふるさと納税ポータルサイト

＜全国計＞

＜横浜市＞



（参考）令和２年度課税における寄附金税額控除
（市区町村のうち控除額の多い20団体）

（出典）総務省ふるさと納税ポータルサイト



森林環境税・譲与税についての概要

（出典）総務省作成資料

＜参考＞森林環境譲与税の横浜市への譲与額
〇 令和元年度（決算） 約１．４億円 〇 令和２年度（予算） 約３億円



主要税目（地方税）の税収の推移（Ｓ63～Ｒ２）

（出典）総務省資料 ※事務局で⼀部加⼯しています。
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【H27】法⼈住⺠税の⼀部国税化（地⽅法⼈税創設）
法⼈事業税の⼀部復元（地⽅法⼈特別税税率
引下げ）

【H21】法⼈事業税の⼀部国税化
（地⽅法⼈特別税創設）



これまでの改正による本市への影響額



２ 本市の市税収入等の推移
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税目別市税収入の推移（県費分を含む）

【個⼈市⺠税】
県費負担教職員の本市
移管に伴う税源移譲
（＋849億円）

【法⼈市⺠税】
⼀部国税化による税率
引下げ（▲70億円）

【法⼈市⺠税】
○⼀部国税化による税率引下げの平年度化
（▲46億円）

○法⼈実効税率の引下げ（▲21億円）
注１：数値は令和元年度までは決算額、令和２年度は当初実収⾒込額です。
注２：（ ）数値は構成⽐です。

億円

【法⼈市⺠税】
⼀部国税化による税率
引下げ（▲56億円）

伸び率
（％）

0.0



税目別市税収入の推移（県費分を除く）

【法⼈市⺠税】
⼀部国税化による税率
引下げ（▲56億円）

【法⼈市⺠税】
⼀部国税化による税率
引下げ（▲70億円）

【法⼈市⺠税】
○⼀部国税化による税率引下げの平年度化
（▲46億円）

○法⼈実効税率の引下げ（▲21億円）
注１：数値は令和元年度までは決算額、令和２年度は当初実収⾒込額です。
注２：（ ）数値は構成⽐です。

億円

伸び率
（％）

0.0
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３ 地方法人課税の改正に係る国の考え
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地方法人課税のあり方等に関する検討会 報告書（平成25年11月）

○地⽅⾃治の原則は「税」であること、受益と負担の関係等から、偏在性が⼩さく税
収が安定した地⽅税体系の構築が原則。その上でなお存在する地⽅団体間の財源の
不均衡の調整は、地⽅交付税制度で対応することが原則。

○地⽅法⼈特別税・譲与税制度は、将来的な消費税１％相当額との税源交換等を念頭
に置きつつ、税源偏在・財政⼒格差を早急に是正するために「偏在性の⼩さい地⽅
税体系を構築するまでの間」の暫定措置として創設された異例の措置。

○地⽅法⼈課税は、受益に応じた負担を法⼈の事業活動に求めるためにも引き続き重
要な役割を担うべき。

○地⽅法⼈所得課税は、税収の偏在性が⼤きく年度間の税収の変動が⼤きいこと等か
ら、
・法⼈住⺠税法⼈税割→ 都道府県分及び市町村分の交付税原資化
・法⼈事業税所得割→ 外形標準課税の拡充（付加価値割の充実等）
を⽬指すべき。

○地⽅消費税率の引上げにより、不交付団体の財源超過額は拡⼤し、不交付団体と交
付団体間の財政⼒格差が拡⼤することから、偏在是正のための措置が必要。

○地⽅消費税の充実⼜は消費税に係る地⽅交付税法定率分の地⽅消費税化と、法⼈住
⺠税法⼈税割の地⽅交付税原資化による税源交換を基本的な⽬標とすべき。



地方法人課税に関する検討会 報告書（平成30年11月）

〇地⽅交付税による税源調整機能は、不交付団体の超過財源には
及ばないため、地⽅交付税制度のみで地域間の財政⼒格差を解消すること
は困難。

〇地⽅税と地⽅交付税を中⼼としつつ、補完的に地⽅譲与税を適切に組み合
わせることなどにより、全体として均衡のとれた地⽅税財政制度とするこ
とが重要。

〇譲与税化と交付税原資化のいずれの場合にも、地⽅税財源としての性格を
明確にしてきているが、地⽅税の⼀部を譲与税化したものについては、よ
り地⽅税に近い性格の地⽅財源と考えられる。

〇地⽅交付税は、法⼈事業税を対象税⽬とした場合に賦課徴収を担う不交付
団体に交付されないが、地⽅譲与税は不交付団体にも譲与される。



〇地⽅税収は、近年、経済再⽣への取組等により全体として増加しており、
税源の偏在是正のために地⽅法⼈特別税・譲与税制度の創設を決めた平成
19、20 年度当時を上回る⽔準となっている。そのような中、地⽅税財政
の現状は、不交付団体と交付団体の均衡が⼤きく崩れ、地域間の財政⼒格
差が拡⼤する状況となっている。

〇交付団体においては、いわゆる⼀般財源総額実質同⽔準ルールの下、⼀般
財源は微増に⽌まっている。⼀⽅で、不交付団体の超過財源には地⽅交付
税の財源調整機能が及ばないため、不交付団体においては、地⽅税収の増
加に伴い、財源超過額が増嵩している。

〇地⽅交付税の財源調整機能は不交付団体には及ばないため、地⽅税、地⽅
譲与税及び地⽅交付税を適切に組み合わせ、全体として均衡のとれた地
⽅税財政制度とすることが重要である。

〇⼈⼝動態については、（中略）⼈⼝減少と急速な⾼齢化が進展する中、全国
で東京圏に対して転出超過となっており、東京⼀極集中に⻭⽌めがかかっ
ていない状況にある。

地方法人課税に関する検討会 報告書（平成30年11月）



人口一人当たり税収額の偏在度の推移（H18～H30）

（出典）総務省資料



人口一人当たり税収額の偏在度の指数（H30決算）

（出典）総務省資料


